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お知らせ

国民健康保険税の低所得者へ
軽減措置を拡充します

問合先／税務課（979-8109）

前年の所得の申告が必要です

　前年中の世帯の総所得が一定基準以下の世帯

に、「均等割額」と「平等割額」を７割、５割、

２割軽減しています。低所得者に係る軽減の対象

を拡大するため、５割軽減および２割軽減の対象

となる世帯の軽減判定所得の引き上げを行いまし

た。

　その他○
軽減を受けるための申請は必要ありませんが、
世帯全員の前年の所得を申告していないと軽減
が適用されないことがあります。ご不明な点は
お問い合わせください。

平成 27年度 平成 28 年度

７
割

５
割

２
割

世帯主と被保険者の前年の総所得金額が

330,000 円以下

世帯主と被保険者の

前年の総所得金額が

330,000 円 +｛（ 被

保険者数 + 特定同

一世帯所属者数）×

260,000 円｝以下

世帯主と被保険者の

前年の総所得金額が

330,000 円 +｛（ 被

保険者数 + 特定同

一世帯所属者数）×

265,000 円｝以下

330,000 円 +｛（ 被

保険者数 + 特定同

一世帯所属者数）×

470,000 円｝以下

330,000 円 +｛（ 被

保険者数 + 特定同

一世帯所属者数）×

480,000 円｝以下

※特定同一世帯所得者とは、国民健康保険から後

期高齢者医療制度に移行された人で、後期高齢

者医療の被保険者となった後も継続して同一の

世帯に属する人のことです。

お知らせ

問合先／議会事務局（979-8122）

５月 17日の臨時会で決定

正副議長が決まりました

議長
長澤　務

副議長
大庭　桃子

　平成 28 年第１回函南町議会臨時会が５月 17

日に開かれました。

　議長・副議長の選挙や議会運営委員の選任など

が行われましたので紹介します。

委 員 長／中野　博
副委員長／市川政明
委　　員／山中英昭　鈴木晴範　石川正洋　
　　　　　植松和子　髙橋好彦　塚平育世

総務建設委員会

委 員 長／米山祐和
副委員長／土屋　学
委 　 員 ／日 　智　廣田直美　馬籠正明

　　　　　加藤常夫　長澤　務　大庭桃子

文教厚生委員会

委 員 長／加藤常夫
副委員長／塚平育世
委 　 員 ／中野　博　山中英昭　石川正洋
　　　　　米山祐和

議会運営委員会

保育士による遊びの紹介、栄養士によるおやつ

づくり、ママのリフレッシュ体操など

○内容

募集

申込み・問合先／健康づくり課（978-7100）

初めての子どもをもつ母親の教室

７月 20日、８月３日、８月 10日、８月 31日、

９月 14 日（全５回）の各水曜日、10 時～ 11

時 30分

○日時

函南町保健福祉センター

○場所

町内在住の平成 27 年 12 月生まれ～平成 28

年３月生まれの第１子の子どもと母親（なるべ

く５日間参加できる人）

○対象

７月１日（金）～７月８日（金）に窓口か電話

でお申し込みください。

○申込み

乳児教室
ぴよぴよクラブ

20 人（締め切り後も定員になるまで募集）

○募集人数

保育士による親子遊び、段ボール・新聞紙遊び

など参加者の要望を聞きながら企画

○内容

募集

申込み・問合先／健康づくり課（978-7100）

お母さんの仲間づくりの教室

７月 28日、８月４日、８月 25日、９月８日、

９月 29 日（全５回）の各木曜日、10 時～ 11

時 30分

○日時

函南町保健福祉センター

○場所

町内在住の平成 27 年８月生まれ～平成 27 年

11 月生まれの子どもと母親（なるべく５日間

参加できる人）

○対象

７月 11 日（月）～７月 15 日（金）に窓口か

電話でお申し込みください。

○申込み

乳児教室
みつばちクラブ

20 人（締め切り後も定員になるまで募集）

○募集人数

お知らせ

問合先／福祉課（979-8126）

地域包括ケアシステムの構築を目指して

地域で支え合い、住み慣れた場所で最期まで自分らしく暮らすために
～函南町地域包括ケアシステム構築に向けた取り組み①～

通院・入院

病気になったら…

『医療』

通所・入所

介護が必要になったら…

『介護』

『住まい』

かかりつけ医 訪問看護

サービス付き高齢者向け住宅など

地域包括
支援センター

老人クラブ、自治会、
サロン、ボランティア

『生活支援・介護予防』
相談やサービスの
コーディネート

ケアマネージャー

【地域包括ケアシステム】 ～介護予防から看取りまで～　国は、団塊の世代が 75歳以上となる 2025 年を目途

に、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確

保される地域包括ケアシステムの構築を目指していま

す。

　町でも高齢化率 29％を超え、今後、独り暮らしや認

知症の増加に伴い、介護保険制度では担いきれない多様

なサービスの必要性が見込まれています。また、少子化

により介護を担う働き盛り人口は減少していきます。

　自分の健康は自分で守り地域の暮らしを地域で支える

ことにより、最後まで住み慣れた場所で自分らしく暮ら

せるように「認知症対策」「在宅医療・介護連携」「介護

予防」「生活支援体制整備」に取り組んでいきます。


